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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地域経済の回復を図るための事業継続支援 

（持続化給付金の再支給等）に関する意見書 

長引く新型コロナウイルス感染拡大の影響により、地域経済は非常に深刻な状況が続いてい

る。 

本市では、急速な感染拡大によって、８月８日から「まん延防止等重点措置」の対象区域に

指定され、同月20日に２度目の緊急事態宣言が静岡県下に発出されたことから、休業要請や外

出自粛の影響により事業者の経営環境が悪化し、更に厳しい状況となっている。 

 現在、「緊急事態宣言」や「まん延防止等重点措置」に基づき、休業、時短営業協力金や（影

響緩和のための）月次支援金が交付される制度となっており、これらに加えて、本市を含む各

自治体では、限られた財源の中で地域の実情に合った独自の経済対策を講じ、地域経済の回復

に努めているところである。 

しかしながら、昨年の緊急事態宣言下に、国において実施された「持続化給付金」や「家賃

支援給付金」などと比較して、事業の継続支援策としては、十分でない状況である。 

 今後、感染の抑え込みや経済回復には一定の期間を要することから、厳しい現状に即し、事

業者を支え、守り抜くための支援が必要となっている。 

よって、政府におかれては、下記の事項について早急に取り組むことを強く要望する。 



記 

 

１ 事業者の事業継続を支援するため、「持続化給付金」や「家賃支援給付金」の再度の支給や

要件緩和・企業規模に応じた支給額の引上げなど、万全な対策を講じること。 

２ 地域経済の回復に向けて、自治体が独自に実施した事業者支援の施策等について、より手

厚い財政措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

〔提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、 

経済産業大臣、経済再生担当大臣〕 


